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米国における航空・空港分野の脱炭素化政策に
関する動向について

1．はじめに
気候変動への対策は、世界のあらゆる産業において喫緊の課

題となっており、航空分野においても、業界を上げて取り組むべ
き優先課題となっている。航空分野は、世界の二酸化炭素（CO2）
排出量に占める割合は比較的小さいとされているものの、脱炭素
化が最も難しいセクターの一つであると言われており、対策が急
がれている。国際エネルギー機関（IEA）によると、2023年
に、航空分野の排出量は世界のエネルギー由来のCO2排出量の
2.5％を占め、2000年から2019年の間に、鉄道、道路、海運
等の他の分野よりも速いペースで増加した。新型コロナウイルス
のパンデミックにおいては需要の落ち込みからCO2排出量も減
少したが、国際的な旅行需要が回復したことを受けて、2023
年の航空分野におけるCO2排出量は約９億5,000万トンに達し、
パンデミック前の水準の90％以上にまで達している１）。

米国においても、政府や企業等による気候変動への対策が進め
られてきた。2021年には、バイデン政権により、米国経済全体
で2030年までに米国の温室効果ガス（GHG）排出量を2005
年レベルから50～52%削減する目標が発表２）され、2050年
までにGHG排出量ネットゼロを達成するための長期的なコミッ
トメントが示された３）。航空分野でも、2021年11月に政府に
より「米国航空気候行動計画」（U.S. Aviation Climate Action 
Plan4））が発表され、その中においても、2050年までに米国
航空部門のGHG排出量ネットゼロを達成するという目標が掲げ
られ、そのための政府全体のアプローチの枠組みが示された。こ
の行動計画は、国際民間航空機関（ICAO）への国別行動計画

（State Action Plan）としても提出され、３年ごとに更新され
ることとなっており、2024年には更新版が発表されている。ま
た、2050年までの航空分野における脱炭素化に最も効果の大き
い対策とされている、持続可能な航空燃料（SAF）の普及を目的
として、米国エネルギー省（DOE）、米国運輸省（DOT）、米国
農務省（USDA）等の連邦政府機関が協力し、2021年９月に、
SAFを商業規模で生産するための新技術を拡大するための包括的
な戦略「SAFグランドチャレンジ」（SAF Grand Challenge5））
を発表した。

こうした取り組みが為されてきた一方で、2025年１月にト
ランプ大統領が就任し、バイデン政権時代の政策から、様々な方
向転換が行われている。脱炭素化政策に関するものとしては、ト
ランプ大統領は、就任初日に、パリ協定からの米国の再離脱６）

や、国家エネルギー緊急事態を宣言７）し、石油や天然ガス等の
国内エネルギー資源の開発を促す大統領令８）に署名した。また、
米国の航空業界においても、SAFに関する税額控除の変更など、
脱炭素化に影響を及ぼし得る動きも見られている。

本レポートにおいては、米国における航空・空港分野の脱炭
素化政策に焦点を当て、これまでの政策や業界の取り組みなどを
振り返ると共に、それらに関する政権交代の影響や政策のシフ
ト、および今後の展望について考察する。

2．航空・空港業界の世界的な脱炭素化の取り組み
航空は、国を越えた人や貨物の移動をもたらし、世界全体に

影響を及ぼす産業であることから、脱炭素化についても、世界的
な枠組みによる取り組みが進められてきた。ICAOでは、2010
年に、燃料効率の年平均２％改善や2020年以降のCO2排出量
の増加を制限する目標が掲げられ９）、2016年には、2035年
までの国際航空におけるカーボンオフセット及び削減スキーム

（CORSIA10））が設定された。2022年10月には、2050年ま
でに国際航空のCO2排出量をネットゼロとすることを長期目標
として採択した11）。また、2023年11月には、2030年までに
SAF、低炭素航空燃料（LCAF）およびその他の航空クリーンエ
ネルギーの使用を通じて、国際航空のCO2排出量を５％削減す
るビジョンを掲げている12）。

国際航空運送協会（IATA）では、2021年10月に開催され
た年次総会において、加盟航空会社が2050年までに運航によ
るCO2排出量をネットゼロとすることを約束する決議を可決13）

し、2050年の目標達成に向けた段階的な戦略として、分野別
（航空機技術、エネルギーと新燃料インフラ、運航、ファイナン
ス、政策）のロードマップを策定している14）。

空港分野でも、国際空港評議会（ACI）において、2021年６
月に、加盟空港が2050年までに空港運営に伴う GHG 排出量
ネットゼロを目指すという長期的な目標を発表している15）。

これらの航空・空港分野における世界的な枠組みを背景に、
各国においても目標設定や政策への落とし込みが行われている。

3．米国における政策・取り組み
米国においても、政府や企業等による脱炭素化の政策や取り

組みが進められてきた。ここでは、米国の連邦政府によるこれま
での政策や、航空会社による具体的な取り組みについて概観する。

3.1　政府によるこれまでの政策・アプローチ
3.1.1 米国航空気候行動計画

米国においては、前述の通り、2021年11月にバイデン政権
の下、DOT が中心となり、「米国航空気候行動計画」を公表し
た。これは、2050年までに米国の航空分野からのGHG排出量
をネットゼロとすることを初めて目標に掲げた、包括的な行動計
画である。この計画の概要は以下の通りとなっている。
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【目標】
・2050年までの米国航空部門のGHG排出量ネットゼロ
※GHG排出量には、ライフサイクルにおける二酸化炭素、一酸

化窒素、メタンの排出量が含まれる。
※ GHG 排出量には、米国および外国の運航者による国内航空
（米国およびその領土内を発着する飛行）、米国運航者による国
際航空（ICAO加盟国間の飛行）、および米国にある空港から
の二酸化炭素排出量を含む。

【主要なアプローチ】
（１）航空機とエンジン技術の開発

・より環境性能の高い航空機やエンジンの開発促進
（２）運用改善

・次世代航空交通システム（NextGen）16）の運用化を含む空
域の近代化による燃料消費量、排出量、騒音の削減

（３）SAF の促進
・SAFグランドチャレンジを含む多様な政策手段を通じたSAF

の生産と利用の迅速な拡大
・税額控除などの経済的なインセンティブによる国内生産コス

トの削減
（４）国際的なリーダーシップの発揮

・ICAO等を通じたグローバルな合意の促進や技術的リーダー
シップの提供、二国間・多国間での相互に利益となる気候保
護措置の追求

（５）空港に関する取り組み
・承認された空港のGHG削減プログラムに対する助成金の提供

米国航空気候行動計画は、３年毎に見直しが行われることに
なっており、2024年11月に更新版17）（以下、「2024年行動
計画」という。）が発表された。2024年行動計画は、2021年
の航空気候行動計画（以下、「2021年行動計画」という。）以
降の３年間の進捗を反映し、米国が目標に向けて継続的な進展を
図るための機会を特定することを目的としている。

2024年行動計画では、2021年以降に実施された関連措置
における実際のCO2排出量を報告し、且つ、最新の予測に基づ
き政策環境の変動を反映した2050年までのCO2排出量の見通

図―１　2024年航空気候行動計画の表紙

しを更新している。
以下が、2024年行動計画における主な内容と最新の見通し

の概要である。

【2024年行動計画の内容】
（１）これまでのデータの分析
a.CO2 排出量の経過とその要因

前述の通り、2021年行動計画では、2019年までの歴史的
データと、2020年から2050年までの予測値を用いたCO2排
出量を使用していたが、2024年行動計画においては、その後
の３年分の実績データを更新している。具体的には、2020年
から2022年までのデータについて、予測値を実績値に置き換
え、且つ、その予測値と実績値を比較し、差異の要因を分析する
ことで、将来の戦略的決定や政策に反映される可能性のある情報
を提供することを目指している。

図―２は、2019年から2022年までの米国航空部門のCO2

排出量の推移と、2021年行動計画における予測値との比較で
あるが、予測値（左）よりも実績値（右）の方が増加しているこ
とが分かる。その増加の要因としては、2021年予測時よりも、
実際のパンデミック後の需要回復が迅速であったことがあげられ
ている。

図―３にあるとおり、当該期間の実際の輸送量（RTK：Revenue 
Tonne-Kilometres・有償トンキロ）や供給量（ATK：Available 
Tonne-Kilometres・利用可能トンキロ）、ロードファクター

（LF）が、2021年行動計画の予測値よりも増加していることが
示されている。加えて、機材の技術革新やSAFの使用量につい
ては、2021年行動計画時の予測値と比べ、実績値の方が下回っ
ていることが示されている。これらの要因が複合的に作用し、全
体のCO2排出量の実績値の増加をもたらしたと分析されている。
なお、2022年の米国航空部門のCO2排出量は、2019年時点

図―２　�2019年から2022年までの米国航空部門のCO₂排出量の推移と、
2021年行動計画における予測値との比較（2024年行動計画資料より）
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の93％に達しているとしている。

b.SAF 普及の進捗状況
航空分野の脱炭素化において大きな影響を占めるSAFの普及

については、図―４（左）にあるとおり、生産量は2019年に
比べ大きく増加してきており、同図右にあるとおり、SAFの使
用量に関しても、2019年以降同様の伸びを示している。しか
しながら、使用量を2021年行動計画の予測値と比較した場合
には、実績値の方が下回る傾向を示しており、これは、技術面や
コスト面等により、2021年行動計画当時に期待された程には
SAF使用量が伸びていないものと考えられる。

（２）将来的な CO2 排出量分析・見通し
図―５は、2024年行動計画における将来的な航空分野のCO2

排出量の分析を表した図である。基準年である2022年を中心
に、右側にシナリオ別の2050年までの将来的な排出量の予測を
示している。2022年の水準から対策を行わなかった場合の排出
量（“Frozen 2022 Effiiciency Trajectory”）を最大値とし、
対策別の削減予測量が示されている。これによると、新型機材の
普及・置き換え（“New Aircraft Diffusion Trajectory”）、次世
代航空機の開発・導入（“New Aircraft Tech.”）、航空交通管理

（ATM）の改善による運用改善（“Operations Improvement”）

による削減量に加えて、2050年までの削減量全体で圧倒的な
割合を占めているのが、SAF の導入（“SAF Uptake”）となっ
ている。

なお、2024年行動計画では、「航空分野における、より詳細
なモード別計画は来年（＝2025年）に策定され、航空機、空
港、燃料、新たな航空技術に至る幅広い措置をカバーする」とさ
れているが、2025年12月現在では続報は確認できていない。

3.1.2　SAFグランドチャレンジ
SAFグランドチャレンジは、2021年９月に、DOE、DOT、

USDAを中心に、米国政府と関係機関が連携して策定した、航
空燃料をSAFに転換し航空部門のGHG排出を大幅に削減する
ことを目的とする国家戦略である。

【目標】
・従来燃料と比較してライフサイクル排出量を最低50％削減
・2030年までに国内SAFを年間30億ガロンに増産
・2050年までに国内需要の100％を満たす350億ガロンの

SAFを供給

【ロードマップ】
2022年９月には、上記の目標達成を支援するための政府全体

図―３　CO₂排出量への影響要因（2024年行動計画資料より）

図―４　SAFの生産量および米国航空会社による消費量
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のアプローチを概説した「SAFグランドチャレンジロードマッ
プ」（SAF Grand Challenge Roadmap18））が発表され、SAF
の供給と消費の拡大やコスト削減に影響を与える可能性のある活
動について、原料供給からエンドユースに至るまでの以下の６つ
の行動領域が示され、それぞれの取り組むべき重要なトピックを
定義することを目指している。
・原料のイノベーション
・変換技術の改革
・サプライチェーンの構築
・政策と評価分析
・エンドユースの促進
・進捗状況の伝達とサポートの構築

【進捗報告】
2025年１月には、進捗報告書19）が発表されており、2021

年10月から2024年９月までのSAFグランドチャレンジの主要
な成果の一部が紹介されている。それによると、米国国内の
SAF 生産量は2024年第１～第３四半期において3,000万ガ
ロンに達し、2021年の500万ガロンから増加した。（図―６）
進捗報告書の公表当時に発表済みであった国内プロジェクトは、
2030年までに年間30億ガロン以上のSAF生産能力（発表済み
資金440億ドル相当）を構成するとされており、その100%が
計画通り稼働すれば、2030年目標時点で国内年間生産能力は目
標値の30億ガロンを超える見込みであるとしている。（図―７）

3.1.3　空港分野に関する政策
次に、空港分野に関する動きについても見ていきたい。3.1.1

に述べたとおり、米国航空気候行動計画においても、空港に関す
る取り組みがアプローチの一つとして含まれている。政府による
主な取り組みとしては、GHG削減やエネルギー効率化に資する
プロジェクトへの助成金の提供等を通した各空港の取り組みの支
援・推進である。これらの助成金制度は、米国連邦航空局（FAA）
によって所管されている。

また、2021年行動計画で2050年までのGHG排出量ネット
ゼロの目標が掲げられたことに続く動きとして、FAAは、2022
年４月に、「空港気候チャレンジ」（Airport Climate Challenge20））
を発表した。但し、この枠組みは、新規制度の導入というより

図―６　�米国の国内及び輸入SAFの推移（SAF Grand Challenge October 
2021 – September 2024 Progress Reportより）

図―７　�米国のSAF生産のポテンシャル（SAF Grand Challenge October 
2021 – September 2024 Progress Reportより）

図―５　将来の米国国内および国際航空のCO₂排出量分析
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も、既存の助成・支援制度の活用を促進するという側面が強いも
のであった。

2024年行動計画にも挙げられている空港の脱炭素化の促進
に関係する主な助成金制度は以下の通りである。

・自主的空港低排出プログラム（VALE：Voluntary Airport Low 
Emissions Program21））：商業空港を対象とした、大気質改
善のためのプロジェクトへの助成。（具体例：駐機中電源供給
設備の電気化、電気式地上支援車両用の充電ステーション設
置、太陽熱温水システムの導入等）

・ゼロエミッション車両プログラム（Zero Emission Vehicle 
［ZEV］Program22））：空港の道路走行車両（on-road vehicles）
をゼロエミッション車両（電気自動車や燃料電池車）に置き換
えるためのプロジェクトへの助成。車両の充電インフラも対象。

・空港改善プログラム（Airport Improvement Program：
AIP23））：米国の空港のインフラ整備を支える基幹的な助成制
度であり、対象には、空港の安全性、容量拡大、セキュリティ
の改善のためのプロジェクトのほか、環境問題に関連するもの
も含んでいる。上記のVALEやZEVプログラムもAIPの一部
として運用されている。

これらの助成金は、2021年行動計画の前から存在したもの
であるが、対象となるプロジェクトの範囲を拡大するなど、強化
が図られている。

3.1.4　インフレ抑制法における助成や税額控除
バイデン政権下で2022年８月に成立した2022年インフレ

抑制法（Inflation Reduction Act of 2022：IRA24））は、気候
変動対策、エネルギー安全保障、医療費削減、税制改革を柱とす
る包括的な法律であり、中でも気候変動対策については、米国史上
最大規模の投資を含んでいた。その中でも航空分野に特に関係の
ある施策としては、SAFを混合する事業者に対する２年間の税額
控除、SAFを生産する事業者に対するその後の３年間の税額控除
が挙げられる。また、SAFの生産・輸送・混合・貯蔵プロジェクト

や、低排出航空技術の開発・実証・応用プロジェクトを実施するた
めの４年間で約２億9,100万ドルの助成プログラム（“Alternative 
Fuel and Low-emission Aviation Technology Program”）
の創設も含まれており、これは、米国におけるSAFの生産拡大
に特化した初の大規模助成金プログラムであった。

税額控除については、SAFは、「クリーン燃料生産税額控除」
（“Clean Fuel Production Credit”）と呼ばれる条項（セクション
45Z25））の適用対象となっており、非航空燃料の税額控除が最
大1.00ドル / ガロンであるのに対し、SAF については最大
1.75ドル/ガロンと、非航空燃料と比べて最大で0.75ドル/ガ
ロンが上乗せされている。このセクション45Zは2027年末ま
で適用されることになっている。

なお、ここで述べたSAFと低排出航空技術に関する助成プロ
グラムやセクション45Zの税額控除については、後述するとお
り、トランプ政権移行後に変更が加えられることになる。

3.2　航空会社による取り組み
次に、米国の主要な航空会社の取り組み状況について紹介す

る。ここでは、供給座席数別に見た米国航空会社の上位５社26）

（アメリカン航空、デルタ航空、サウスウエスト航空、ユナイ
テッド航空、アラスカ航空）の取り組みを概観する。図―８は各
社の脱炭素に関する主な目標や取り組み状況である。いずれの社
もGHG排出量ネットゼロの目標を公表しており、その達成時期
については、アラスカ航空が2040年、その他の４社は2050
年としている。

SAFについては、アメリカン航空、デルタ航空、サウスウエ
スト航空は2030年までに使用燃料の10％をSAFに置き換える
目標を公表しており、また、各社ともSAFの生産企業との契約
による調達を進めている。

加えて、ZeroAvia27）やJetZero28）などの新興企業への出
資や技術的な協力等を通じて、水素燃料電池エンジンや、ブレン
デッド・ウィング・ボディ（BWB）と呼ばれる機体の開発や実
用化を支援しているほか、GSEなどの地上設備の電化などにも
取り組んでいる。

航空会社 ネットゼロ目標 中間目標 SAF目標・状況 その他の施策

アメリカン航空 2050年 2035年：
GHG排出強度45％削減

（目標）2030年までに10％をSAFに
（状況）2024年は290万ガロンを使用 水素燃料電池エンジン（ZeroAvia）への出資

デルタ航空 2050年
（運航全体でネットゼロ）

2035年：
20％以上の機材燃費向
上、運航効率改善による
3％の燃料消費削減

（目標）2030 年までに10％、2035 年ま
でに35％、2050年までに95％をSAFに

（状況）2024年は1,300万ガロン以上受領
地上設備の電化、JetZeroへの技術協力、
水素燃料利用可能性調査の実施

サウスウエスト
航空

2050年（Scope1・2お
よびScope3 Category3
のみを含む）

2035年：
炭素排出強度を50％削減、
GSEの50％を電動化

（目標）2030年までに10％をSAFに 使い捨てプラスチックの重量削減、本社の
エネルギー利用指数（EUI）の削減

ユナイテッド
航空

2050 年（自発的オフ
セットに依存せず）

2035年：
炭素強度50％削減

（目標）明確な発表なし
（状況）2024年は1,360万ガロン受領

地上設備の電化、投資ファンドの設立、
JetZeroやZeroAviaへの出資

アラスカ航空 2040年 明確な発表なし
（目標）明確な発表なし
（状況）顧客によるSAF支援プログラムに
より、2023年に50万ガロンを調達

AIによる経路最適化、JetZeroやZeroAvia
への出資

図―８　米国航空会社の主な脱炭素化目標と取り組み状況
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4．トランプ政権下での動きと影響
最後に、2025年１月20日のトランプ政権への移行に伴う航

空・空港分野の脱炭素化政策への影響について、2025年12月
現在の主な動きについて見ていきたい。

4.1　�One Big Beautiful Bill Actの成立に伴う助成
プログラムやSAF税額控除への影響

航空分野に直接的な影響がある政策の変更として、現在明確
に決定されているものとしては、SAFや低排出航空技術に対す
る助成プログラムとSAF税額控除に対する変更が挙げられる。
前述のとおり、IRAでは、SAFの生産等に関するプロジェクト
や低排出航空技術の開発等に関するプロジェクトに対する助成プ
ログラムを創設し、これに基づき2024年８月にはバイデン政
権から、関連プロジェクトへの２億9,100万ドルの支出に関す
る発表もなされている29）。

しかし、2025年７月４日に、トランプ政権は、ワン・ビッグ・
ビューティフル・ビル法（One Big Beautiful Bill Act of 2025：
OBBBA30））と呼ばれる減税・歳出法案を成立させ、この中で、
SAFや低排出航空技術に対する助成プログラムについては、未
執行の予算残高を廃止することが決定された。未執行予算の金額
については明確には発表されていないが、米国議会予算局（CBO）
が試算したOBBBAが実施された場合の財政への影響額の内訳
資料31）によると、この廃止に係る条項（Sec. 40010）によ
る今後10年間の節減額は約２億800万ドルと見積もられてお
り、未執行金額が相当程度残っていた可能性がある。

また、SAFの税額控除については、適用期間を2027年末か
ら2029年末まで延長した一方で、航空燃料に対する上乗せ分
の控除を廃止し、上限を非航空燃料と同一の1.00ドル/ガロン
とするとした。この変更は2026年以降生産されるSAFに適用
される。これにより、SAFの税額控除の適用期間の延長は決定
されたものの、控除幅が縮小されることになる。

これらの助成金や税額控除の縮小により、SAFの生産に対す
るインセンティブが薄れ、今後、生産量の増加にマイナスの影響
が出る可能性が考えられる。

4.2　国際機関や国際枠組みへの関与の見直し
前述の通り、トランプ大統領は就任初日にパリ協定からの離

脱の手続きを開始する大統領令に署名した。トランプ大統領の第
一次政権時にも米国は離脱しており、バイデン政権時に復帰した
が、今回再びの離脱となる。パリ協定は、2015年に国連気候
変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）にて採択され、産
業革命前からの地球平均気温の上昇を2℃未満に抑え、さらに
1.5℃以内を目指すとする国際的な枠組みである。離脱する場
合、通知から１年後に効力が発生するとされているため、実際に
米国が離脱するのは2026年１月以降と見られるが、エネルギー
開発を推進し、気候変動対策を重視しない政権の姿勢が改めて打
ち出された。加えて、2025年11月に開催されたCOP30にも
米国は参加していない。

また、世界保健機関（WHO）からの離脱を指示する大統領令32）

や、2025年２月には国連教育科学文化機関（UNESCO）等の
特定の国連機関からの米国の撤退・資金提供の終了およびすべて
の国際機関に対する米国の支援の見直しを命じる大統領令33）に

署名するなど、トランプ政権は国際機関への関与全般についても
見直しを進めている。

航空分野の国際機関であるICAOに対しては、これまでは脱炭
素目標に対する直接的な批判は見られなかったが、2025年９
月23日から10月３日まで行われた第42回総会の初日の各国代
表団による演説において、米国は、DOTのショーン・ダフィー
運輸長官から、ICAOの気候変動の取り組みに対する批判的なコ
メントが示された。ダフィー長官は、米国の見解として、「ICAO
は長年にわたり本来の使命を超え、社会プログラムや気候ファイ
ナンスなど、安全・保安・効率とは無関係な分野にまで手を広
げ、重要な資源を浪費してきた」とし、ICAOの改革がなされな
ければ、米国としての支援を再考する可能性も示唆した34）。ま
た、上記のダフィー長官の発言に先立ち、トランプ大統領は、同
日の国連総会における演説において、気候変動は「世界に対する
史上最大の詐欺行為」という自身の考えを示し、気候変動対策へ
の批判的な立場を改めて明確にしている35）。

ICAOは、この第42回総会における環境問題に関する決議と
して、気候変動及びCORSIAそれぞれに関する声明（決議A42-
2136）、A42-2237））を採択した。これらの決議は、前回（第
41回）総会の同趣旨の決議を更新する形で採択されたもので、
ICAO加盟国によるLTAGへのコミットメントを再確認し、CORSIA
の実施を継続して進めることを支持する内容となっており、ICAO
が引き続き国際民間航空に関連する環境問題について主導的役割
を果たすことや、航空機による環境影響を制限または削減するた
めの政策選択肢の検討を継続することが示された。米国は、前述
のダフィー運輸長官からの気候変動への対応を含めたICAOの取
り組みへの批判的な発言はあったものの、それ以上の具体的な行
動には至っておらず、上記の環境に関する決議への反対などもな
かったことから、引き続きICAOにおいては、現行の枠組みの下
に留まっている。

しかしながら、気候変動対策に否定的な米国政権の基本姿勢は、
航空分野の脱炭素化にも今後さらに影響を及ぼす可能性がある。

5．おわりに
米国においては、民主党のバイデン政権において進められた

脱炭素化政策が、共和党のトランプ政権に移行したことにより、
脱炭素化に逆行する政策が次々に打ち出されており、航空業界に
関しても、少しずつその影響が出始めている。脱炭素化を進める
最も有効な手段と捉えられているSAFの導入についても、助成
金や税額控除の縮小が今後どこまで生産量に影響してくるかが注
目される。また、ICAOも含めた国際的な組織や枠組みへの米国
のスタンスについても変化しており、今後の動きが注視される。
一方で、航空・空港業界では、SAFや航空機・エンジンの新技
術など、脱炭素化に向けた投資を少なからず行ってきており、そ
れらを否定するような政策方針を取ることは業界内の混乱や企業
の競争力の低下を招く可能性がある。パリ協定からの離脱が
2026年１月以降に完了した後、米国内の2050年GHG排出量
ネットゼロの方針や、そこから波及する航空・空港分野等の目標
に変化が起こる可能性もあり、引き続き注視していく必要がある。
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